
２　個別事業評価調書

事業期間

総事業費 19,000千円 本年度事業費 6,855千円 交付金交付額 3,200千円

1 府と市町村等との連携に資する成果

2 住民の自治意識を高める成果

3 リーディング・モデル成果

4 広域的波及成果

5 行財政改革に資する成果

6 その他の成果

（記載要領)

事　業　名

事業の概要

事
　
　
　
業
　
　
　
評
　
　
　
価

団体名：京丹後市

支えあいの地域づくり事業

　支えあい・助け合いのまちづくりを推進するため、就労能力があっても働く場や機会に恵まれない方の就労
支援を行った。また、社会問題となっている自殺を予防する取り組みを行い、ともに生きる社会づくりに努め
た。
　○障害者就労支援事業
　　　　障害のある方が安心して自立した生活を送るためには就労が重要であり、就労支援相談員を配置し、
　　　就労相談や市役所での職場実習支援を実施するほか、就労促進とその定着に向けてきめ細かな支援
　　　を行った。また、就労等に積極的に取り組んだ企業や法人に対して奨励金等を支給することにより障害
　　　のある方の就労機会の拡大を図った。
　○自殺予防対策事業
　　　　自殺予防対策は社会全体の問題であり、市内から自殺者ゼロを実現するために、「京丹後市自殺ゼ
　　　ロ実現推進協議会」で構成される各機関及び団体等と連携を図り、傾聴講座の開催、予防パンフレット
　　　の配布等、予防啓発に取り組んだ。　また、京都市内で相談電話を開設している京都府「こころの相談
　　　電話」と社会福祉法人「京都いのちの電話」の協力を得て、市が通話料金を負担するフリーアクセスに
　　　よる電話相談窓口を新設し、相談・支援体制の拡充を図った。

平成19年度～21年度

事業の有効性

事業の必要性

事業の効率性

　１　事業ごとに本様式を作成すること。
　２　「具体的な成果」欄については、できる限り客観的な数値を掲げて具体的に記載すること。

　自殺者の増加については、全国的な問題となっており、本市だけの取り組みだけではなく、京都府・警察等と
の連携により事業を進めることができた。

　知的障害のある方に、就労に必要な知識、態度、考え方の能力をつけていただくために、市役所を職場実習
（体験）の場として提供し実施した。

　短期職場実習（研修）事業については、本市施設で積極的に受入れ、事業評価もあわせ広報周知に努めた
結果、一般企業でも職場実習が行われ、厳しい経済状況下にもかかわらず3人の方の雇用があった。
　自殺予防には、各関係機関との連携は不可欠であり、「自殺ゼロ実現推進協議会」を中心とした広域的な支
援を進めることができた。

具体的な成果

　障害のある方が、就労によって積極的に社会に参加できるよう、相談体制の整備や企業の支援等を行うこと
が必要である。また、自殺は社会問題のひとつでもあり、京丹後市から自殺者をなくすため、積極的に予防啓
発や相談体制を整えることが必要である。

　障害のある方の社会参加と就労への充実感が培われると共に、雇用者にとっても理解が深まり、支えあい・
助け合いのまちづくりが推進できる。

　自殺対策については、相談しやすい窓口を設置することで、問題解決や自らの命を絶つことを考え直す機会
が得られる。



２　個別事業評価調書

事業期間

総事業費 90,000千円 本年度事業費 4,852千円 交付金交付額 2,400千円

1 府と市町村等との連携に資する成果

2 住民の自治意識を高める成果

3 リーディング・モデル成果

4 広域的波及成果

5 行財政改革に資する成果

6 その他の成果

（記載要領)

事　業　名

事業の概要

事
　
　
　
業
　
　
　
評
　
　
　
価

団体名：京丹後市

安全・快適交通対策事業

　夜間の犯罪や交通事故防止のため、防犯灯を計画的に整備し明るく安心安全なまちづくりを進めた。

　○防犯灯新設設置事業
　　　　集落と集落の間等、人家が少ない道路や、夜間うす暗い道路、通学路等に計画的に防犯灯を設置し、
　　　事故や犯罪の予防に努めた。

　○防犯灯設置事業補助金
　　　　地区が設置管理を行う集落内の防犯灯設置経費を補助した。

平成19年度～21年度

事業の有効性

事業の必要性

事業の効率性

　１　事業ごとに本様式を作成すること。
　２　「具体的な成果」欄については、できる限り客観的な数値を掲げて具体的に記載すること。

　地域が主体となり、集落内の危険箇所の総点検や老朽化している防犯灯の新設や改修を検討するなど計
画・整備することで、問題意識を持ち自主的な取り組みができた。

具体的な成果

　防犯灯の整備には、旧町間・地域間で格差が生じていることから、夜間の犯罪の防止と通行の安全を図るた
め、早期に整備を進める必要がある。

　夜間の犯罪防止と交通安全対策を図ることができるとともに、防犯灯未設置箇所について、地域が問題意識
を持ち、自主的な取り組みを行うことにより活性化が図られる。

　地域間における防犯対策施設整備の格差を埋めることができる。



２　個別事業評価調書

事業期間

総事業費 296,000千円 本年度事業費 30,070千円 交付金交付額 14,700千円

1 府と市町村等との連携に資する成果

2 住民の自治意識を高める成果

3 リーディング・モデル成果

4 広域的波及成果

5 行財政改革に資する成果

6 その他の成果

（記載要領)

事　業　名

事業の概要

事
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評
　
　
　
価

団体名：京丹後市

災害に強いまちづくり事業

　市民の安心と安全を確保するため、地域の協力を得ながら、自主防災活動の条件整備に努めた。

　○地域防災拠点（集会所）施設整備助成事業
　　　　地区集会施設は、地域住民の自治活動の拠点であり、総会・各種団体の会議等が開催されると
　　　ともに、地域防災・災害時などには拠点施設（避難場所）としての機能を有しており、その整備について
　　　支援した。
　　　　今年度は峰山町赤坂公民館新設事業について助成した。
　○消火栓設置事業
　　　　住宅地が広がる傾向の中、身近な消防水利として有効な消火栓の地区要望は多く、地域の実情、
　　　緊急度等を考慮して計画的な整備を行った。
　○災害対策備品整備事業
　　　　消火栓新設に伴い消火栓ボックスを設置し、老朽化した消火栓備品を更新した。

平成16年度～22年度

事業の有効性

事業の必要性

事業の効率性

　１　事業ごとに本様式を作成すること。
　２　「具体的な成果」欄については、できる限り客観的な数値を掲げて具体的に記載すること。

　地区集会所は地域住民の自治活動の拠点であり、管理運営を自主的に行うことで、子供から高齢者までが
気軽に利用できる地域コミュニティ活動の拠点が充実する。

具体的な成果

　本市は、台風災害、豪雨災害など近年続けて大きな災害に見舞われており、防災体制の強化が求められて
いる。そのため、市民の安全を確保する防災拠点施設整備は、災害に強いまちづくりを推進するためには必
要である。

　地域防災拠点（集会所）の整備を支援することにより、地域防災の強化や災害時にも対応できる機能が保持
できる。また、消火施設設備の整備を進めることにより、火災発生時の初期消火に備えることができる。

　防災拠点施設として地区集会所を整備することにより、併せて地域コミュニティ活動が活発になり、自主防災
活動の育成と強化が期待できる。



２　個別事業評価調書

事業期間

総事業費 7,000千円 本年度事業費 1,407千円 交付金交付額 600千円

1 府と市町村等との連携に資する成果

2 住民の自治意識を高める成果

3 リーディング・モデル成果

4 広域的波及成果

5 行財政改革に資する成果

6 その他の成果

（記載要領)

事　業　名

事業の概要

事
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団体名：京丹後市

健康長寿のさとづくり推進事業

　無医地区、辺地過疎地域等の高齢者を対象に健康で自立した生活に資するため、保健師等による訪問指
導を実施した。

　○高齢者安心生活支援事業
　　　　高齢者を対象として健診未受診者に対する受診勧奨、血圧測定や問診などの健康管理指導、特
　　　定高齢者把握のための生活機能チェック及び介護予防事業への参加勧奨等を行った。

平成21年度～23年度

事業の有効性

事業の必要性

事業の効率性

　１　事業ごとに本様式を作成すること。
　２　「具体的な成果」欄については、できる限り客観的な数値を掲げて具体的に記載すること。

　訪問により、高齢者一人ひとりの健康状態や生活状況を把握でき、必要な人に必要な対応ができた。高齢者
本人にも健康管理の意識付けができ、疾病・介護の予防啓発にもなった。

具体的な成果

　市内中心部から離れ、交通の利便も悪く、医療機関からも遠いなど受診機会に恵まれない地域の高齢者に
も、保健・医療・福祉に関する行政サービスの提供が求められている。

　選定地区の全数訪問を行うことで、地区全体の状況も把握でき、必要な人に健康チェックや保健指導を行う
ことができる。

　訪問により介護･医療が必要と思われる場合、行政と介護・医療関係機関との迅速な連携が取れ、安心して
暮らすことのできる地域社会が実現できる。




